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令和元年度富山県歳入歳出決算の概要について

      　                          　                                        
１　決算規模
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（注）表中の数値は、それぞれ原数値を四捨五入しているため、計数が一致しない場合がある。以下、各表同じ。

令和元年度の一般会計及び特別会計を合算した決算額は、
歳　入　 8,392億52百万円（前年度  8,381億14百万円）
歳  出　 8,107億39百万円（前年度  8,084億89百万円）
となっており、これを前年度と比べると、歳入では11億38百万円、0.1％の増加、歳出では
22億50百万円、0.3％の増加となっています。
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２　一般会計歳入歳出決算

 （１）決算収支
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一般会計の決算額については、前年度と比べると、
歳入は5,299億15百万円で、58億95百万円、1.1％の増加となり、
歳出は5,169億23百万円で、76億 4百万円、1.5％の増加となっています。
形式収支は129億92百万円で、形式収支から繰越事業にあてる財源として翌年度へ繰り越すべき額123億2百万円を控除した実質収支は、6億90百万円の黒字となっています。
	※　令和元年度一般会計決算のポイント


○歳入では、県税や国庫支出金などが増加したことなどにより、昨年度同様、増加となった。

○歳出では、厳しい財政環境の中、引き続き行財政改革に真摯に取り組みつつ、「元気とやま」の創造に向け、

結婚から子育てまで切れ目のない支援による少子化対策の推進や産業・地域経済の活性化、若者や女性がいきいきと働き暮らせる魅力ある地域づくり、観光の振興、移住・定住の環境づくりなど、「とやま未来創生戦略」に掲げる10の基本的方向に沿った施策に取り組んだ。
また、新総合計画「元気とやま創造計画－とやま新時代へ　新たな挑戦－」に基づき、「活力」「未来」「安心」及びこれらを支える重点政策「人づくり」を柱とする政策目標の実現に向け、「人が輝く元気とやま」の創造のために高い効果が見込まれる施策を積極的に推進した。

さらに、国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に伴う公共事業や富山県立大学の新棟新築工事に係る経費が増加したことなどにより、歳出全体では昨年度に引き続き増加となった。


○実質収支は、前年度（7億 1百万円）並の6億90百万円となった。

〇なお、県債残高については、5年連続で減少となった。



（２）歳入の状況
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一 般 会 計 歳 入 決 算 額 の 構 成
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＜主な款別決算の特徴＞

ア　県　　　税
県税の決算額は、1,424億49百万円で、前年度(1,409億34百万円)と比べると、　　　　　
15億16百万円、1.1％の増加となっています。これは、企業収益の向上により法人事業税が増加したことなどによるものです。

イ　地方消費税清算金
地方消費税清算金の決算額は、396億15百万円で、前年度（417億47百万円）と比べると、21億32百万円、5.1％の減少となっています。

ウ　地方譲与税
地方譲与税の決算額は、198億27百万円で、前年度（203億38百万円）と比べると、5億11百万円、2.5％の減少となっています。これは、地方法人特別税（国税）の減収に伴う地方法人特別譲与税の減少などによるものです。

エ　地方交付税
地方交付税の決算額は、1,293億 7百万円で、前年度（1,292億92百万円）と比べると、15百万円、0.01％の増加となっています。

オ　国庫支出金
国庫支出金の決算額は、557億91百万円で、前年度（532億 4百万円）と比べると、
25億87百万円、4.9％の増加となっています。これは、国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に伴う公共事業や、参議院議員選挙の執行などによるものです。

カ　県　　　債
県債の決算額は、778億13百万円で、前年度（687億22百万円）と比べると、
90億91百万円、13.2％の増加となっています。これは、富山県立大学の新棟建設や消防防災ヘリコプターの更新に係る県債が増加したことなどによるものです。
※一方、県債残高は、償還額が発行額を上回ったため、５年連続で減少しています。
　　　（平成30年度末：1兆2,101億円→令和元年度末：1兆1,969億円(▲132億円) ）

キ　そ  の  他
諸収入の決算額は、305億98百万円で、中小企業制度融資資金の貸付金元利収入の減少などにより、前年度（345億87百万円）と比べると、39億89百万円、11.5％の減少となっています。
繰入金の決算額は、47億98百万円で、前年度（55億65百万円）と比べると、
7億67百万円、13.8％の減少となっています。これは、中小企業活性化資金特別会計や地域医療再生臨時特例基金などからの繰入金が減少したことなどによるものです。
自主財源の割合は前年度（48.0％）と比べると1.7ポイント低い46.3％となっています。

 （３）歳出の状況
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一 般 会 計 歳 出 決 算 額 の 構 成
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＜主な款別決算の特徴＞

ア　総　 務 　費
総務費の決算額は、253億99百万円で、前年度(217億94百万円)と比べると、
36億 5百万円、16.5％の増加となっています。これは、消防防災ヘリコプターの更新や、県議会議員選挙・参議院議員選挙の執行に伴い選挙費が増加したことなどによるものです。
イ　民　 生 　費
民生費の決算額は、480億 5百万円で、前年度（477億43百万円）と比べると、
2億62百万円、0.5％の増加となっています。これは、全国健康福祉祭（ねんりんピック）の開催終了に伴い関係経費が減少した一方で、介護給付費負担金や保育料無償化に伴う補助事業実績が増加したことなどによるものです。

ウ　衛　 生　 費
衛生費の決算額は、312億41百万円で、前年度（335億15百万円）と比べると、
22億74百万円、6.8％の減少となっています。これは、富山県立大学の看護学部新設による運営費や後期高齢者医療助成費が増加した一方で、富山県立大学の看護学部整備費が減少したことなどによるものです。

エ　労　 働 　費
労働費の決算額は、17億99百万円で、前年度（17億83百万円）と比べると、16百万円、0.9％の増加となっています。これは、外国人材活躍推進事業の開始などによるものです。

オ　農林水産業費
農林水産業費の決算額は、414億84百万円で、前年度（403億82百万円）と比べると、　　　　　　　11億 2百万円、2.7％の増加となっています。これは、水利整備事業費等が減少した一方で、県営農地整備事業費等が増加したことなどによるものです。

カ　商   工   費
商工費の決算額は、179億88百万円で、前年度（202億87百万円）と比べると、
22億99百万円、11.3％の減少となっています。これは、中小企業向けの貸付けが減少したことなどによるものです。

キ　土　 木 　費
土木費の決算額は、721億43百万円で、前年度（663億26百万円）と比べると、
58億17百万円、8.8％の増加となっています。これは、道路除雪費が減少した一方で、道路新設改良費や砂防費が増加したことなどによるものです。

ク　警 　察 　費
警察費の決算額は、251億73百万円で、前年度（246億61百万円）と比べると、
5億12百万円、2.1％の増加となっています。これは、（仮称）富山南警察署の整備費や運転免許センター冷暖房設備更新費が増加したことなどによるものです。

ケ　教   育   費
教育費の決算額は、1,103億19百万円で、前年度（1,045億94百万円）と比べると、
57億25百万円、5.5％の増加となっています。これは、富山県立大学の新棟新築工事や高等学校校舎等の環境改善工事などが増加したことなどによるものです。


コ　諸 支 出 金
諸支出金の決算額は、524億95百万円で、前年度（543億12百万円）と比べると、
18億17百万円、3.3％の減少となっています。これは、地方消費税市町村交付金や自動車取得税市町村交付金、地方消費税清算金等の支出が減少したことなどによるものです。



３  特別会計歳入歳出決算
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特別会計の決算額については、前年度と比べると、
歳入は3,093億38百万円で、47億57百万円、1.5％の減少となり、
歳出は2,938億16百万円で、53億54百万円、1.8％の減少となっています。
歳入歳出差引額は、155億21百万円で、この歳入歳出差引額は、流域下水道事業特別会計分（13億 7百万円）を除き、各会計ごとに、令和２年度へ繰り越しました。
また、流域下水道事業特別会計は、令和２年４月に公営企業会計へ移行したことに伴い、歳入歳出差引額は、公営企業会計に引き継ぎました。

＜主な特別会計の決算の特徴＞

ア  公債管理特別会計
前年度と比べると、償還利子が減少したことなどにより、歳入・歳出ともに、7億38百万円、0.4％の減少となっています。

イ　収入証紙特別会計
前年度と比べると、歳入は自動車取得税が減少したことなどにより、5億11百万円、12.0％の減少、歳出は5億11百万円、12.3％の減少となっています。

ウ　中小企業活性化資金特別会計
前年度と比べると、歳入は貸付金の元利収入が減少したことにより、29億35百万円、72.3％の減少、歳出はとやま新事業創造基金農商工連携ファンド事業終了に伴う償還金支出の減少により、30億18百万円、93.3％の減少となっています。

エ　国民健康保険特別会計
前年度と比べると、歳入は繰越金の増加などにより、19億62百万円、2.3％の増加、歳出は諸支出金の増加により10億93百万円、1.3％の増加となっています。

オ　流域下水道事業特別会計
前年度と比べると、歳入は負担金や繰入金の減少などにより、11億41百万円、14.7％の減少、歳出は建設費や公債費の減少などにより、11億76百万円、18.1％の減少となっています。
これは、流域下水道事業の地方公営企業会計移行に伴う打切決算により、前年度まで出納整理期間中に執行していた歳入歳出について、令和２年度流域下水道事業会計に未収金、未払金として計上したこと等によるものです。
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　　　　　　　　　　（単位：百万円・％）

令和元年度 平成30年度 増 減 額 増 減 率

Ａ Ｂ (A-B)　Ｃ Ｃ／Ｂ

  １.歳  入  総  額

529,915 524,019 5,895 1.1

  ２.歳  出  総  額

516,923 509,319 7,604 1.5

  ３.歳入歳出差引額（形式収支）ａ

12,992 14,701 △ 1,709 △ 11.6

  ４.翌年度へ 継  続  費

241 1 240 27,795.5

     繰り越す 繰越明許費

11,798 13,814 △ 2,017 △ 14.6

　　 べき財源  事 故 繰 越

264 184 79 42.9

計　ｂ

12,302 14,000 △ 1,698 △ 12.1

  ５.実 質 収 支 額（ａ－ｂ）

690 701 △ 11 △ 1.6

区          分
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増減額　Ｃ 増減率　C/B

構成比(%) 構成比(%) （Ａ－Ｂ） (%)

県 税 142,449 26.9 140,934 26.9 1,516 1.1

諸 収 入 30,598 5.8 34,587 6.6 △ 3,989 △ 11.5

地方消費税清算金 39,615 7.5 41,747 8.0 △ 2,132 △ 5.1

使用料及び手数料 9,628 1.8 9,642 1.8 △ 14 △ 0.1

そ の 他 23,311 4.4 24,826 4.7 △ 1,515 △ 6.1

小 計 245,601 46.3 251,735 48.0 △ 6,134 △ 2.4

地 方 交 付 税 129,307 24.4 129,292 24.7 15 0.0

国 庫 支 出 金 55,791 10.5 53,204 10.2 2,587 4.9

県 債 77,813 14.7 68,722 13.1 9,091 13.2

(20,002) (3.8) (24,836) (4.7) (△4,834) (△19.5)

(57,811) (10.9) (43,886) (8.4) (13,925) (31.7)

地 方 譲 与 税 等 21,401 4.0 21,066 4.0 336 1.6

小 計 284,312 53.7 272,284 52.0 12,029 4.4

529,915 100.0 524,019 100.0 5,895 1.1

合　　　　　計

自

 

主

 

財

 

源

依

 

存

 

財

 

源

　（臨時財政対策債）

  （上記を除く県債）

（単位：百万円・％）

区　　　　　分

令和元年度決算額　Ａ 平成30年度決算額　Ｂ
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決算額の構成
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増減額　Ｃ 増減率　C/B

構成比(%) 構成比(%) (A-B) (%)

議 会 費 1,007 0.2 1,017 0.2 △ 10 △ 0.9

総 務 費 25,399 4.9 21,794 4.3 3,605 16.5

民 生 費 48,005 9.3 47,743 9.4 262 0.5

衛 生 費 31,241 6.0 33,515 6.6 △ 2,274 △ 6.8

労 働 費 1,799 0.3 1,783 0.4 16 0.9

農 林 水 産 業 費 41,484 8.0 40,382 7.9 1,102 2.7

商 工 費 17,988 3.5 20,287 4.0 △ 2,299 △ 11.3

土 木 費 72,143 14.0 66,326 13.0 5,817 8.8

警 察 費 25,173 4.9 24,661 4.8 512 2.1

教 育 費 110,319 21.3 104,594 20.5 5,725 5.5

災 害 復 旧 費 1,704 0.3 3,155 0.6 △ 1,451 △ 46.0

公 債 費 88,164 17.1 89,748 17.6 △ 1,584 △ 1.8

諸 支 出 金 52,495 10.2 54,312 10.7 △ 1,817 △ 3.3

合　　　　計 516,923 100.0 509,319 100.0 7,604 1.5

（単位：百万円・％）

区　　　　分

令和元年度決算額　Ａ 平成30年度決算額　Ｂ
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(4.8)
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0.5%

教育費

公債費

土木費

衛生費

農林水産業費

民生費

警察費

諸支出金

商工費

総務費

災害復旧費

労働費・議会費

歳出決算額

516,923百万円

(100.0%)
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教育費

公債費

土木費

衛生費

農林水産業費

民生費

警察費

諸支出金

商工費

総務費

災害復旧費

労働費・議会費

歳出決算額

509,319百万円

(100.0%)


image11.emf
(単位：百万円・％）

令和元年度決算額 平成30年度決算額 増減額（Ａ－Ｂ） 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ／Ｂ

歳　　　　　入 309,338 314,095 △ 4,757 △ 1.5

歳　　　　　出 293,816 299,171 △ 5,354 △ 1.8

歳入歳出差引額 15,521 14,924 598 4.0

区　　　分
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特 別 会 計 決 算 収 支 額

元年度 歳入歳出

予算現額

元年度

決算額

30年度

決算額 増減額 増減率

元年度

決算額

30年度

決算額 増減額 増減率 差 引 額

Ａ Ｂ (A-B)Ｃ Ｃ／Ｂ Ｄ Ｅ (D-E)Ｆ Ｆ／Ｅ Ａ－Ｄ

１物品調達等管理特別会計 815 792 1,111 △ 319△ 28.7 651 992 △ 341 △ 34.4 141

２公債管理 特別 会計 198,869 196,741 197,479 △ 738 △ 0.4 196,741 197,479 △ 738 △ 0.4 0

３収入証紙 特別 会計 3,820 3,753 4,264 △ 511△ 12.0 3,649 4,160 △ 511 △ 12.3 104

４母子父子寡婦福祉資金 88 99 106 △ 7 △ 6.6 71 74 △ 3 △ 3.8 28

特 別 会 計

５

中小企業活性化資金特別会計

322 1,124 4,060△ 2,935△ 72.3 218 3,236 △ 3,018 △ 93.3 906

６就農支援資金特別会計 17 65 64 1 1.3 10 16 △ 6 △ 39.8 55

７沿岸漁業改善資金特別会計 71 164 163 0 0.1 1 45 △ 44 △ 98.8 163

８

林業振興・有峰森林特別会計

269 417 414 3 0.7 227 225 2 1.0 190

９奨学資金 特別 会計 176 858 769 89 11.5 69 92 △ 23 △ 24.8 788

10公共用地先行取得事業 1,239 1,005 1,021 △ 16 △ 1.6 600 641 △ 41 △ 6.5 405

特 別 会 計

11

「元富山県営水力電気並鉄道

1,001 7,363 7,377 △ 14 △ 0.2 1,000 100 900 900.0 6,363



事業」資金特別会計

12国民健康保険特別会計 84,438 86,592 84,631 1,962 2.3 83,666 82,573 1,093 1.3 2,927

13港湾施設 特別 会計 1,576 1,777 3,101△ 1,324△ 42.7 1,541 2,993 △ 1,452 △ 48.5 236

14工業用地等管理特別会計 78 1,969 1,774 195 11.0 62 57 4 7.4 1,907

15流域下水道事業特別会計 12,241 6,619 7,760△ 1,141△ 14.7 5,312 6,487 △ 1,176 △ 18.1 1,307

   合           計 305,021 309,338 314,095△ 4,757 △ 1.5 293,816 299,171 △ 5,354 △ 1.8 15,521

       （単位：百万円・％）

歳　　　　出

会　　　計　　　名

歳　　　　入
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(単位：百万円・％）

令和元年度

決 算 額　Ａ

平成３０年度

決 算 額　Ｂ

増　減　額

（Ａ－Ｂ）Ｃ

増減率

Ｃ／Ｂ

歳　入 529,915 524,019 5,895 1.1

歳　出 516,923 509,319 7,604 1.5

歳　入 309,338 314,095 △ 4,757 △ 1.5

歳　出 293,816 299,171 △ 5,354 △ 1.8

歳　入 839,252 838,114 1,138 0.1

歳　出 810,739 808,489 2,250 0.3

一般会計

特別会計

区　　　分

計
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（単位：百万円・％）

平27 平28 平29 平30 令元 平27 平28 平29 平30 令元

歳

一般会計 545,343 535,706 521,988 524,019 529,915 △ 2.9 △ 1.8 △ 2.6 0.4 1.1

特別会計 174,559 180,687 194,753 314,095 309,338 △ 3.9 3.5 7.8 61.3 △ 1.5

入

合    計 719,902 716,393 716,740 838,114 839,252 △ 3.1△ 0.5 0.0 16.9 0.1

歳

一般会計 526,465 519,555 506,004 509,319 516,923 △ 2.3 △ 1.3 △ 2.6 0.7 1.5

特別会計 162,016 168,695 180,649 299,171 293,816 △ 4.5 4.1 7.1 65.6 △ 1.8

出

合    計 688,482 688,250 686,653 808,489 810,739 △ 2.8△ 0.0△ 0.2 17.7 0.3

 区     分

決      算      額  対  前  年  度  増  減  率

決　　算　　規　　模　　の　　推　　移


